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３１．北海道胆振東部地震による倒木等の利用促進についての特記仕様書

３２．新型コロナウイルス感染拡大防止対策の設計変更に関する特記仕様書

上記施工条件の■は、該当する場合、□は、該当しない場合を示す。
なお、該当しない場合、１～１３は「該当なし」と表示、１４以降については
資料を添付していない。

２８．購入土の運搬に関する特記仕様書

２９．面工事工区移行に関する特記仕様書

３０．ブロック製作工事の部分使用に関する特記仕様書

２７．工事に関する試行についての特記仕様書

２１．現場技術員等の配置についての特記仕様書

２２．簡易総合評価落札方式に関する特記仕様書

２３．歩掛実態調査・間接工事費等諸経費動向調査に関する特記仕様書

２４．除雪に関する特記仕様書

２５．主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間に関する特記仕様書

２６．歩掛見積りに関する特記仕様書

１８．すき取り土再利用についての特記仕様書

１９．中間検査に関する特記仕様書

２０．工事施行成績評定についての特記仕様書

１５．面工事部分使用特記仕様書

１６．再生骨材の特記仕様書

１７．既設路盤材に関する特記仕様書

１２．再使用品

１３．その他の事項

１４．面工事施工箇所に関する特記仕様書

９．北海道循環資源利用促進税について

１０．工事支障物件等関係

１１．支給品、発生材及び貸与品

６．仮設備関係

７．建設発生土関係

８．建設副産物関係

３．環境対策関係

４．安全対策関係

５．工事用道路関係

目　　次

　[施工条件]

１．工程関係

２．用地関係



Ⅰ 総　　則

Ⅱ 概　　数

１ 　工事数量総括表に、概数表示された数量は概数であり、必要に応じて設計変更する。
なお、設計上、過大な出来高に対して変更するものではない。

２

３

４

５ 　土工量の確定に伴い新たに必要となる項目については概数確定の対象とする。

Ⅲ 施工条件

Ⅳ 設計図書

１ 　添付図面については、Ａ３縮小版で編纂を行っている。
２

　　　http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/jcs/nn-koji/sekkei-hp/sek-suuryou.htm

Ⅴ 参考図

Ⅵ その他

　付帯工の位置の変更等により新たに必要となる項目については、概数確定の対象とす
る。

　土工の考え方の詳細については、工事数量算出要領(農政部事業調整課HP最新版 2.2土
工）による。

第１章　　総　　　則

　本工事の施工に関しては、本特記仕様書によるほか、北海道農政部制定の「農業土木工事共
通仕様書」及び関係法規・規則等を遵守して行うものとする。

　この工事では、設計変更図書の作成（設計変更図書の作成及び工事数量の算出）を受注
者に行わせることがある。
　概数にかかる工事の施工に当たっては、必要に応じて施工図面等を作成のうえ、工事監
督員と着手前に十分協議をすること。

該当なし

　該当するものについて、次ページ以降に□にレ点又は○印で示してある。
　ただし、該当なしの項目について、現地調査の結果や営農計画により、施工条件に変更が生
じた場合は、工事監督員と協議を行うこと。

該当
○印

明　示　事　項

〇
１. 「参考図」と示した図面は、発注者が想定した工法・材料等を記したものであ

り、これに示されている事項については、受注者の施工方法等を拘束するもので
はない。



該当

○印

１. 関 連 工 事

開 始 時 期

完 了 時 期

着 手 可 能

特 記 事 項

２. 制 限 要 因 営農作業時期（米の収穫）

排水路工事の着手は10月1日から施工可能

特 記 事 項

３. 該 当 部 分

使 用 時 期

特 記 事 項

４. 諸 条 件 等

特 記 事 項

５. 全 体 工 期

実工事期間

余 裕 期 間

特 記 事 項

６. 施工開始日

特 記 事 項

該当なし

施　　工　　条　　件明　示　事　項

　他の工事開始又は完

了の時期により、当該

工事の施工時期、全体

工期等に影響がある。

　工事目的物に、部分

使用がある。

１．工程関係

　余裕ある工期を設定

している。

　他官庁からの特定条

件がある。

○

　施工開始日を設定し

ている。

　施工時期・施工時間

及び施工方法が制限さ

れる。



該当

○印

１. 位 置 等

処 理 予 定

特 記 事 項

２. 仮 設 目 的 仮設道路、ヤード

確 保 場 所 別添図面のとおり

土 地 所 有 民地の占用

使 用 条 件 立入り防止柵、安全施設の設置

特 記 事 項 工事完了後、現状回復を行い地権者との確認を

行うこと。

該当なし

該当

○印

１. 該 当 箇 所 残土・諸資材等運搬路

防 止 対 策 粉塵防止

施 工 方 法 散水防塵処理

実 施 機 関 令和６年１０月１日～令和７年３月３１日まで

特 記 事 項

２. 影 響 事 項

調 査 範 囲

調 査 方 法

特 記 事 項

３. 特定外来生物

生育箇所

該当なし

施　　工　　条　　件

　工事仮設用地等の返還に関して、地権者との確認後、北海道農政部事業調整課HPに示す様式

に基づき工事監督員に提出すること。

　工事用地等に、手続

き中の部分がある。

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/file.jsp?id=874975

２．用地関係

○

　工事に伴う公害防止

（騒音・振動・汚濁・

粉塵等）のため、施工

方法、機械設備、作業

時間に制限がある。
　工事の施工に伴い、

特に第三者に被害を及

ぼすことが懸念され、

事前・事後に調査が必

要である。

明　示　事　項

３．環境対策関係

　工事区域に特定外来

生物（植物）が確認さ

れているため、施工計

画書に防除計画書を添

付の上、工事監督員に

提出すること。

施　　工　　条　　件

明　示　事　項

○

　工事に伴う仮設用地

を確保している。



該当

○印

１. 安 全 管 理

配 置 場 所

特 記 事 項

２. 配 置 場 所

特 記 事 項

３. 特 記 事 項

配置場所等

４. 特 記 事 項

５. 制 限 箇 所

工 法 指 定

時 間 制 限

特 記 事 項

６. 必 要 対 策

対 策 工 法

特 記 事 項

７. 対 象 箇 所

保 安 対 策

時 間 制 限

特 記 事 項

８. 交通規制 通行止め等

該当なし

購入客土において土取
場を指定していない
が、交通誘導警備員を
計上している。

明　示　事　項 施　　工　　条　　件

４．安全対策関係

　交通安全施設を指定

している。

○

　交通誘導警備員Ａの

配置を行う。

　鉄道・ガス・電気・

電話・水道等の施設と

近接しているので、施

工方法・作業時間に制

限がある。
　落石・雪崩・土砂崩

壊等に対する防護施設

が必要である。
　発破作業等の保安設

備及び保安要員の配置

を指定する場合、又は

発破作業に制限があ

る。

　交通誘導警備員Ｂの

配置を行う。



該当

○印

１. 経 路 指 定

時 間 制 限

特 記 事 項

２. 補 修 処 置

補 修 材 料

特 記 事 項

３. 占 用 範 囲

占 用 期 間

特 記 事 項

該当なし○

５．工事用道路関係

　搬入路の使用中及び
使用後の処置が必要で
ある。

施　　工　　条　　件

　工事用資材等の経
路、使用期間等に制限
がある。

　工事のために一般道
路を占用する。

明　示　事　項



該当
○印

指　定 任　意 条件明示
１． 仮 設 道 路 〇

〇

〇 W＝３m

５． 仮 締 切 工

○ 小型土のう

６． 水 替 ○

設 置 位 置

項　目
備　　　考

施　　工　　条　　件

※該当欄に○印のある項目の詳細は、3-2章仮設工特記仕様書による

補 修 砂 利

期 間

仮設区分
（該当○印）

規 制 条 件

撤 去 の 有 無

起 終 点

６．仮設備関係

用 地 使 用 条 件

埋 設 物 処 理 方 法

線形、幅員、構造

安 全 施 設

明　示　事　項

敷 砂 利

敷 鉄 板

設 計 延 長

排 水 量

設計流量（断面）

○ 水位（協議案件時）

設 置 位 置
構造（協議案件時）

○

該当なし



該当

○印

１. 　捨土が発生する。 処 理 場 所 森町字濁川

処 理 範 囲 別添図面のとおり

運 搬 経 路 別添図面のとおり

運 搬 距 離 2ｋｍ

特 記 事 項

２. 搬 出 場 所

搬 出 土 量

搬 出 距 離

特 記 事 項

３. 搬 入 場 所

搬 入 土 量

搬 入 距 離

特 記 事 項

４. 保 管 場 所

搬 出 土 量

搬 出 距 離

特 記 事 項

５.

6. 　泥土 保 管 場 所

搬 出 土 量

搬 出 距 離

特 記 事 項

１）

２）

３）

７．建設発生土関係

　特に定めない事項については、「建設副産物適正処理推進要綱」によるものとし、
工事監督員と協議すること。

上記により難い場合は、変更することがある。

　施工計画書に「再生資源利用促進計画書」を添付し、その実施状況の記録を工事完
成図書として提出すること。

　流用土の搬出があ
る。

　流用土の搬入があ
る。

　流用土の一時保管

がある。

　すき取りふるい後
の残土が発生する。

明　示　事　項 施　　工　　条　　件

1箇所に集積し、土量確認後に敷均しする。

特 記 事 項

該当なし

○

（産業廃棄物に該当

しないもの）



１

該当 明  示  事  項

○印 廃棄物の種類 運搬距離

す き 取 り 物

抜 根 物

泥 土

アスファルト塊 ８-２．「建設リサイクル法に係る対象建設工事」による。

○ コンクリート塊 ８-２．「建設リサイクル法に係る対象建設工事」による。

○ 建 設 木 く ず ８-２．「建設リサイクル法に係る対象建設工事」による。

○ 廃プラスチック

○ 金 属 く ず

建 設 汚 泥

ア ス ベ ス ト

該当なし

※

１）

２）

３）

２ 建設リサイクル法に係る対象建設工事

１）

　ただし、現場条件や数量の変更等、受注者の責によるものでない事項で変更が生じた場
合は必要な資料を提出の上、工事監督員と協議すること。

所  在  地

　分別解体等によって発生する特定建設資材廃棄物（コンクリート塊、発生木材、アス
ファルト・コンクリート塊）は、下表のとおり再資源化等を実施することとするが、受注
者において適正な処理施設を選定し、施工計画書に建設廃棄物における適正処理計画につ
いて記載すること。

留 意 事 項 １）ここで示すすき取り物とは草等のことであり、泥土とは、産
業廃棄物として処分する場合を指す。

　上記の施工条件により難い場合は、変更することがある。

　マニフェストの工事監督員への提示により、適正な処理の流れと量の確認を得ること。
ただし、完成検査時には原本を持参すること。

　上記の各処理施設は積算上最寄りの施設であり、その他の処理施設へ搬入をする場合に
は、受入条件等を確認の上、適正に処理を行うこと。また、施工計画書に産業廃棄物処分
業許可証等の写しを添付し、工事監督員の承諾を得ること。

　なお、処分場所は積算上の明示条件であり、処分場所を指定するものではないため、受
注者が提示する処理施設と異なっても設計変更の対象としない。

　また、工事状況・再資源化等施設の状況等により、変更が必要な場合は、その理由書並
びに必要な資料を提出の上、変更等について工事監督員と協議すること。

８．建設副産物関係

積　　算　　上　　の　　施      工      条      件

廃棄物

搬出処理施設名

２）一時保管を行う場合の掲示看板記載例は、農業土木工事共通
仕様書の「参考資料２」による。

　すき取り物・金属くずの処理については、施設への搬入前に事前に単位当たりの処理数
量(ｔ、㎥等)の確認を行い、報告すること。



運搬距
離
（片

km  再資源化・最終処分

km  再資源化・最終処分

アスファルト塊 km  再資源化・最終処分

km

２）

明示事項

工事 立会の

方法 要　否

北 電 柱

Ｎ Ｔ Ｔ 柱

地 下 ケ ー ブ ル

上 水 道 管

立 木

特 記 事 項

受入条件

再資源化・焼却施設・
最終処分

該当

○印

　受注者の都合により再資源化等施設の変更を行った場合、施設変更後に搬出数量の変更
を行うときは、当初設定した施設を基準として「受入費」、「運搬費」の費用確定を行う
こととなる。

９．北海道循環資源利用促進税(以下、「循環税」という)について

処分場所

位置

該当なし○

施設管理者
管理者と

の協議
移設時期支障物件

該当
○印

※ 処分場所は、受入可能な施設のうち、積算上運搬費も含めて最も経済的な処理施
設を想定している。

発生木材
　（抜根・伐木除く）

特定建設資材廃棄物

コンクリート塊
　（二次製品）

明　　　示　　　事　　　項

１） 当該工事では、産業廃棄物を現場から直接、最終処分をする場合の循環税相当
額を計上している。

コンクリート塊 粒径　○○cm以下

粒径　○○cm以下

長さ　○○cm以下

２） 当該工事では、産業廃棄物を現場から中間処分場を経て最終処分をする過程で
発生する残さについて、循環税相当額を計上している。

　　該当なし

１０．工事支障物件等関係

○

施　　工　　条　　件

処理方法



該当 施　　工　　条　　件

○印 品名 規格 数量 単位 発生場所、保管場所及び保管方法等

〇

該当

○印

○

明　　示　　事　　項

※再使用可能の確認方法等については、事前に工事監督員と十分打合せを行うこと。

再 使 用 品

その他

該当なし

発生路線

※発生材料調書を提出することとし、処理方法について決定後必要に応じて設計変更で対応す
る。

規格

該当なし

区分

一 時 保 管
区間

当該工事で発生する下記のものは再使用または一時保管する。

区　　　分

期間

既設資材の再使用は、利用計画表（別紙-３）による。

下記により発生した既設資材は、集積場所に運搬すること。

施　　　工　　　条　　　件

１１. 支給品、発生材及び貸与品

１２．再使用品



該当

○印

１.

２.

３.

４.

５.

６.

７. 電子化の範囲について、工事監督員と協議する

こと。

８.

９.

実施内容については、施工計画書提出時に

工事監督員と協議すること。

10. 　現場環境改善を図る
対象工事である。

特 記 事 項 ①

該当なし

病害虫の土壌感染を防
止するための作業機械
の洗浄を行う対象工事
である。

口蹄疫侵入防止対策の

ため消毒を行う工事で

ある。

協 議 内 容

保 管 資 材

協 議 内 容

　他機関の関連事業に

ついて

成 立 見 込

　工事用資機材等の保
管及び仮置きが必要で
ある。

　関係機関との協議が

未だ調整中である。

規 格

　営農上必要とする通
路の確保が必要であ
る。

保 管 場 所

１３．その他の事項

明　示　事　項 施工条件

○

　仮畦畔の設置が必要

である。

構 造

協 議 内 容

規 格

該 当 部 分

○

施 工 範 囲

協 議 内 容

開 催 時 期

　三者技術検討会対象

工事である。

構 造

施 工 範 囲

期 間

関 連 事 業

成果品（電子納品）の

対象工事である。

特 記 事 項 ②

協 議 内 容


